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○令和５年度石岡市地域協働支援金交付要綱 

令和５年３月31日 

告示第269号 

（趣旨） 

第１条 この告示は，地域生活の利便性向上を図るため，車道幅員が４メートル未満の未舗

装道路の整備について，区，自治会等（以下「自治会等」という。）が，市から砕石，生

コンクリート，側溝の蓋等の原材料の支給を受けて実施する工事について，予算の範囲内

において，地域協働支援金（以下「支援金」という。）を交付するものとし，石岡市補助

金等交付規則（平成17年石岡市規則第57号）に定めるもののほか，当該支援金については，

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 区，自治会等 石岡市区長及び協力員規則（平成19年石岡市規則第15号）別表に定め

る区域又は一定の地理的範囲に集住する世帯で組織する団体で，規約等を定めるととも

に，代表者等を置き，かつ，当該団体に属する世帯からの会費等をもって，自主的に運

営していると市長が認めるものをいう。 

(2) 会員 前号の区，自治会等に加入し，かつ，当該自治会等の活動に参加している世帯

をいう。 

（補助対象事業等） 

第３条 支援金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。），支援金の対象となる

道路等（以下「補助対象道路」という。），支援金の交付の対象となる事業（以下「補助

対象事業」という。），支援金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。），支

援金の額及び申請回数は，別表に掲げるとおりとする。 

（交付の申請） 

第４条 支援金の交付を申請する自治会等の代表者等（以下「申請者」という。）は，地域

協働支援金交付申請書（様式第１号）に，次に掲げる書面を添えて，市長に対し提出しな

ければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 実施位置図 
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(4) 見積書（補助対象経費の内訳が分かるもの） 

（交付の決定） 

第５条 市長は，前条の申請があった場合は，当該申請に係る書面等を審査し，補助事業の

目的及び内容が適正であるかを調査し，支援金を交付すべきものと認めるときは，当該支

援金の交付決定をするものとする。 

（交付条件） 

第６条 市長は，前条の支援金の交付決定をする場合において，次に掲げる条件を付するも

のとする。 

(1) 補助対象者が参加し，実施する事業であること。 

(2) 支援金は申請事業の目的以外に使用してはならないこと。 

(3) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更（市長が定める軽微な変更を

除く。）し，又は補助事業を中止し，若しくは廃止しようとする場合においては，あら

かじめ市長の承認を受けること。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は，速やかに，市長に報告し，その指示を受けること。 

(5) その他市長が必要と認めること。 

（交付決定通知等） 

第７条 市長は，支援金の交付決定をしたときは，速やかに，決定の内容及びこれに付した

条件を地域協働支援金交付決定通知書（様式第２号）により，申請者に通知するものとす

る。 

2 市長は，審査の結果，支援金を交付することが適当でないと認めるときは，速やかに，そ

の旨を申請者に通知するものとする。 

（補助事業の内容の変更） 

第８条 前条の規定による通知を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は，補助事

業の内容について，次に掲げる場合は，地域協働支援金変更申請書（様式第３号）に市長

が必要と認める書面を添えて，市長に提出しなければならない。 

(1) 支援金額に変更が生じるとき。 

(2) その他市長が必要と認めるとき。 

2 市長は，前項の規定により申請があった場合において，当該申請の内容が適正であると認

めるときは，承認するものとする。この場合において，支援金交付決定額の変更をすると

きは地域協働支援金変更交付決定通知書（様式第４号）により，その他のときは地域協働
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支援金変更承認通知書（様式第５号）により，補助事業者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 支援金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は，諸般の事

情により事業の実施に至らなかったときは，地域協働支援金交付申請取下書（様式第６号）

を，市長に提出しなければならない。 

2 前項の規定による申請の取下げがあったときは，当該申請に係る支援金の交付の決定はな

かったものとみなす。 

（状況報告） 

第10条 市長は，必要があると認めるときは，補助事業の遂行の状況に関し，補助事業者か

ら報告を求めることができる。 

（実績報告） 

第11条 補助事業者は，補助事業が完了した場合（補助事業の廃止の承認を受けた場合を含

む。）は，地域協働支援金実績報告書（様式第７号）に，次に掲げる書面を添えて，市長

に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書 

(2) 収支決算（見込）書 

(3) 補助対象経費に係る領収書（写し） 

(4) その他必要な書面 

（支援金の額の確定） 

第12条 市長は，前条の実績報告を受けた場合は，当該実績報告に係る書面等により，その

内容を審査し，適当と認めるときは，支援金の額を確定するものとする。 

2 市長は，支援金の額の確定を行ったときは，速やかに，地域協働支援金確定通知書（様式

第８号）により，補助事業者に通知するものとする。 

3 市長は，第１項の規定による審査の結果，補助事業に是正の見込みがなく，支援金を交付

することができないと認めるときは，速やかに，その旨を補助事業者に連絡するものとす

る。 

（支援金の交付） 

第13条 補助事業者は，支援金の額の確定について，前条第２項の規定による通知を受けた

場合は，市長の定める期日までに地域協働支援金交付請求書（様式第９号）に石岡市地域

協働支援金確定通知書の写しを添えて，支援金の交付を請求しなければならない。 

（概算払） 
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第14条 市長は，前条の規定にかかわらず，支援金の交付目的を達成するため又は補助事業

の性質上，当該補助事業の完了前に支援金を交付する必要があると認めるときは，支援金

の交付決定額の全部又は一部を事前に概算払により交付することができる。 

2 補助事業者は，前項の規定により支援金の交付を受けようとするときは，第７条第１項の

規定による通知を受けた後，市長の定める期日までに地域協働支援金交付請求書に石岡市

地域協働支援金交付決定書の写しを添えて，市長に支援金の交付を請求しなければならな

い。 

3 補助事業者は，概算払により支援金の交付を受けたときは，第10条の規定による実績報告

を行う際に，地域協働支援金精算書（様式第10号）を，市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第15条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，支援金の交付決定の全部又は一部

を取り消すものとする。 

(1) 偽りの申請その他不正の手段により支援金の交付を受けたとき。 

(2) 支援金を定められた目的以外に使用したとき。 

(3) 支援金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 法令等，市例規等の処分に違反したとき。 

(5) 市長が特に必要があると認めるとき。 

2 前項の規定は，補助事業について交付すべき支援金の額の確定があった後においても適用

するものとする。 

3 第７条第１項の規定は，第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 

4 市長は，第１項の規定により支援金の交付の決定を取り消した場合において，補助事業の

当該支援金の交付決定の取消しに係る部分に関し，既に支援金が交付されているときは，

支援金返納・返還命令通知書（様式第11号）により，期限を定めて，その返還を命ずるも

のとする。 

（理由の提示） 

第16条 市長は，支援金の交付決定の取消しをするときは，当該補助事業者に対してその理

由を示すものとする。 

（その他） 

第17条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 
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1 この告示は，令和５年４月１日から施行する。 

（令和４年度石岡市地域協働支援金交付要綱の廃止） 

2 令和４年度石岡市地域協働支援金交付要綱（令和４年石岡市告示第337号）は，廃止する。 

別表（第３条関係） 

補助対象者 補助対象道路等 補助対象事業 補助対象経

費 

支援金の

額 

申請回数 

(1) 石岡市区

長及び協力

員条例（平成

19年石岡市

条例第３号）

に定める区

長を設置し

ている自治

会等 

(2) 石岡市区

長及び協力

員条例に定

める協力員

のみを設置

している自

治会等 

(3) 上記(1)，

(2)以外で，

５人以上の

会員数で構

成している

自治会等 

車幅が４m未満の道路で，

次のいずれかに該当する

もの 

(1) 市道 

(2) 認定外道路 

(3) 道路の形状及び形

態を成している私有地

で，次のいずれかに該

当するもの 

ア 地域生活の中で，

長年の間，地区住民

に広く利用されてい

る私道（自社内又は

共同墓地等特定の住

民のみに利用される

ものは除く。） 

イ 一団の住宅地又は

住宅団地の中を通っ

ている私道 

ウ その他地域生活に

密着する道路として

市長が特に必要と認

める私道 

補助対象者が参加

し，実施する補助

対象道路等の改良

及び維持管理を目

的として行う工事

であって，次のい

ずれかに該当する

もの 

(1) 道路工事 

(2) 道路の路面

及び周囲の排水

を円滑に流すた

めに排水溝を設

置する工事 

自治会等が

原材料の支

給を受けて

実施する施

工に要する

工事請負費

のうち，事

業者に支払

う・重機借

上費・オペ

レーター人

件費・回送

費 

当該工事

に要する

経費に２

分の１を

乗じた額

（１円未

満の端数

は切捨

て）とし，

80,000円

を上限額

とする。 

１つの自

治会等に

対して１

回まで 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第９条関係） 

様式第７号（第11条関係） 

様式第８号（第12条関係） 

様式第９号（第13条関係） 

様式第10号（第14条関係） 

様式第11号（第15条関係） 

 


